
問題と目的

　中学３年間は，子どもたちにとって，心身ともに激動の時期であり，また，逸脱行為への
関与が多くなる時期（警察庁生活安全局少年課，２０１４）でもある。この難しい時期にある子
どもたちが，重篤な逸脱行為に関与することなく，心身ともに健康な生活を送るためには，
どのような要因の影響が不可欠なのであろうか。本研究は，この問題について明らかにする
ため，逸脱行為の生起を抑制する要因を「保護要因（protective factors）」とし，中学生の逸
脱行為に対する心理社会的保護要因の役割について検討することを目的とする。
　子どもたちの逸脱行為に関する研究では，逸脱行為の生起を促進する要因について多く検
討されてきた（Brendgen, Vitaro, & Bukowski, ２０００; Galambos, Barker, & Almeida, ２００３; 
Kim, Hetherington, & Reiss, １９９９; 小保方・無藤，２００５，２００６; Scaramella, Conger, Spoth, & 
Simons, ２００２; Vitaro, Tremblay, Kerr, Pagani, & Bukowski, １９９７）。これらの研究で取り上げら
れた要因は「人をネガティブな行動や出来事，結果へと誘うような個人的或いは環境的な危
険要因（risk factors）」（Masten, ２００１; Werner & Smith, １９９２）とされた。例えば，個人的要
因として，初めて非行行為を経験した年齢（Farrington, １９９８; 清永， １９９７），学校での成績の
悪さ（星野，１９９０；清永， １９９７），低い学習意欲や将来に対する悲観（Herrenkohl, Maguin, 
Hill, Hawkins, & Abbott, ２００１; Jessor, Bos, Vanderryn, Costa, & Turbin, １９９５），セルフエス
ティームの低さ（Jessor et al., １９９５; Leary, Schreindorfer, Haupt, １９９５）など，環境的要因と
して，親子関係の悪さや家族からのサポートの欠如（Barnes & Farrell, １９９４; Parker & 
Benson, ２００４），逸脱行為をする友人の存在（Dekovic, １９９９; Galambos et al., ２００３; Jessor et 
al., １９９５; 小保方・無藤，２００５・２００６; Vitaro et al., １９９７）などが挙げられる。しかしながら，
一方で，そのような危険要因があっても，逸脱行為を経験することなく，健全な発達を遂げ
る子どもたちがいることも明らかにされ，危険要因の存在が必ずしもネガティブな結果を生
み出すわけではないことが示された（Garmezy, １９８５; Masten, ２００１; Werner & Smith, １９９２）。
こうして，研究者たちは，問題行動への関与を促進するような要因が存在する一方で，逆境
にもかかわらず，子どもたちを健全な発達へと導く要因（保護要因）が存在することに注目
した（Kumpfer, １９９９; Luthar, １９９１; Luthar, Cicchetti, & Becker, ２０００）。ストレス耐性のある
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子どもたちに関する研究の概観から，保護要因として広く３つの変数（①自律性，自己価値，
向社会性といった性格特徴，②家族の絆や温かさ，調和といった家族要因，③子どものコー
ピング能力を高めるような外的援助の有効性）が設定された（Garmezy, １９８５; Masten & 
Garmezy, １９８５）。そのほかにも，学業達成の高さ（Dekovic, １９９９），親の温かさ（Dekovic, 

１９９９; 小保方・無藤，２００５・２００６），規範とする友人の存在（Jessor et al., １９９５），家庭外の場
での向社会的な大人との交わりや課外活動への参加など（Fauth, Roth, & Brooks-Gunn, ２００７; 
Mahoney, ２０００）が保護要因として取り上げられた（Kumpfer, １９９９; Masten & Coatsworth, 

１９９８; Perkins & Borden, ２００３）。保護要因の働きについて，Kumpfer（１９９９）は，悪い結果へ
と至るような状況に対して個人が反応することを保護要因が緩衝し，ネガティブな結果を生
み出す可能性は保護要因の存在によって異なることを示した。また，Rutter（１９９０）は，危
険要因の存在によって，保護要因の効果が増すこと，すなわち，保護要因は，それ自身効果
を有している一方，危険要因と相互に作用することで，より適応に効果を発揮することを示
唆した。更に，Rutter（１９９０）は，危険要因と保護要因とは概念的に別のものとして扱われ
るべきであり，保護要因を危険要因のないことと定義すべきでないと主張した。そしてこの
ような知見に基づいた研究が，その後いくつか見られるようになった（Dekovic, １９９９; 
Hawkins, Catalano, & Miller, １９９２; Jessor et al., １９９５; Luthar & Zigler, １９９１）。
　Dekovic（１９９９）は，１２歳～１８歳の子どもたちを対象とした横断データを用いて，それぞれ
個人的要因，家庭内・家庭外の環境要因から成る危険要因と保護要因が，子どもたちの問題
行動（internalizingと externalizing双方の問題行動）にどのような影響を及ぼすかについて
検討した。問題行動のタイプによって危険要因と保護要因の重要度に差があるのか，保護要
因の多さが問題行動の少なさと関連するのか，保護要因は危険要因と問題行動との関係を緩
衝するのかというそれぞれの問いについて明らかにするべく検討した結果，危険要因の中で
は，逸脱した友人との付き合いが，両タイプの問題行動に対して重大な影響を及ぼしており，
親からのサポートの低さと自己価値の低さが，internalizingな問題行動を有意に予測してい
た。保護要因では，親の監督（monitoring），学業成績の高さ，友人からの容認が，internal-
izing な問題行動を有意に予測し，親への愛着と友人との信頼関係が externalizingな問題行
動を有意に予測した。また，危険要因の数が多いほど両タイプの問題行動への関与が増大し
たのに対し，保護要因の数の多さが有意な予測力を示したのは internalizingな問題行動に対
してのみであった。更に，危険要因と問題行動との関係に対する保護要因の緩衝効果につい
ては有意差を確認できなかった。こうして，問題行動に対する危険要因と保護要因の働きに
ついていくつかの知見が示されたが，因果の方向性については，縦断データを用いた検討が
必要であろう。
　Jessor et al.（１９９５）は，逸脱行為に対する危険要因と保護要因の働きを明らかにするため， 
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７年生～９年生の子どもたちを対象とし， １年間隔で４回の追跡調査を実施した。逸脱行為
は，飲酒，暴力，盗み，性交渉などの非行行為項目で測定された。横断データ（第１時点）
を用いて検討した結果，逸脱行為に対して，危険要因では逸脱した友人の存在や自己価値の
低さ，保護要因では逸脱に対する不寛容さや学校への積極的志向が有意な予測力を持つこと
が示された。また，危険要因と保護要因の双方ともその数の多さが逸脱行為への関与と関連
すること，危険要因と問題行動との関係を保護要因が緩衝することも報告された。更に，縦
断データ（第１～４時点）を用いて検討した結果から，早い時期に保護要因の数が多ければ
多いほど，その後の逸脱行為への関与をより減じることが明らかにされた。ただし，縦断デー
タを用いた分析では，危険要因と問題行動との関係に対する保護要因の緩衝効果を確認する
ことが出来なかった。また，その他の先行研究では，家族関係や課外活動への参加が逸脱行
為への関与と関連することが示されたが，Jessor et al.（１９９５）で取り上げられた危険要因と
保護要因は，個人的要因と友人関係に限定されていた。
　以上のことから，本研究では，中学生の逸脱行為に対する保護要因の働きについて明らか
にするため，個人的，環境的双方の領域から危険要因と保護要因を選び，横断データと縦断
データの双方を用いて，次のことを行う。
　１）逸脱行為への関与に対し，どのような危険要因と保護要因が効力を持つのかについて

検討する。
　２）保護要因が，危険要因と逸脱行為との関連を緩衝しているかどうかを検討する。
　３）保護要因の多さが，逸脱行為への関与の少なさと関連しているかどうかについて検討

する。
　４）先行する保護要因が，その後の逸脱行為経験の変化と関連しているかどうかについて

検討する。
　本研究では，先述した先行研究における知見に基づき，危険要因として，自己価値の低さ，
逸脱行為をする友人の存在，生活への不満，学校への適応の悪さの４項目，保護要因として，
学業達成の高さ，親の温かさ，規範とする友人の存在，部活動の充実の４項目を取り上げる。

方　　　　　法

調査対象および調査時期

　A県内の公立中学校９校４，４８３名（１年生１，４４８名， ２年生１，５１４名， ３年生１，５２１名）に対
し，２０XX 年９月（第１回調査：Wave １）に質問紙調査を実施した。また，これらの対象者の
うち１年生のみ，その翌年９月（第２回調査：Wave ２），翌々年９月（第３回調査：Wave ３）
に追跡調査を実施した。今回の分析に対する有効回答者数は第１回調査 ２，４１７名（１年生８３５
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名＜男子３９７名／女子４３８名＞， ２年生８２８名＜男子３９１名／女子４３７名＞， ３年生７５４名＜男子
３９０名／女子３６４名＞），第２回調査 ６０２名＜男子２８９名／女子３１３名＞，第３回調査１，０１１名＜
男子５１６名／女子４９５名＞であった。このうち，縦断データの対象者としたのは， ３回の調査
全てに回答し，回答に不備や欠損の無かった者３４４名（男子１５６名，女子１８８名）であった。

調査手続き

　調査に先立ち，教育委員会を通じて調査の趣旨等を各学校長らに説明した後，各学校に調
査を依頼し，調査用紙は学校で配布された。実施は各回とも持ち帰りによる方法をとった。
各家庭には調査の趣旨を説明する文書を配布し，調査への協力は本人の自由意志に任せた。
回収は学校で行われたが，回答内容の秘密保持のため，質問用紙とともに配布された封筒に
いれて厳封した上で提出するよう依頼した。封筒には縦断データを取るための ID番号のみ
記載し，個人を特定できる情報は一切表記されなかった。

調査内容

逸脱行為　警察庁生活安全局から１９９９年（平成１１年）１０月２５日に出された「不良行為少年
の補導について」（平成１１年丙少発第１９号）で，「不良行為の種別および様態」として示され
た項目と初発型非行と呼ばれる行為から成る２２項目（例：タバコを吸ったこと，いじめをし
たこと，家の中のお金を無断で持ち出したこと，夜遅く遊びで外出したこと，スーパーやコ
ンビニなどで万引きをしたこと，自転車やバイクを盗んだこと，異性と性交渉したこと，な
ど）を用いた。各項目に対し，そのような行為を過去３ヶ月間にどのくらいしたか４件法
（１＝１度もなかった， ２＝１度だけあった， ３＝数回あった， ４＝何度もあった）でたず
ねた。
危険要因　①「自己価値の低さ（５項目／６件法）」例：時々自分がだめな人間だと思う，
時々自分のことがいやになる，私はもっと自分に自信が持てたらいいなあと思う，など。②
「逸脱行為をする友人の存在（５項目／２件法）」例：友だちは夜遊びをしている，友だちは
酒を飲んだりタバコを吸ったりしている，友だちは乱暴だ，など。③「生活への不満（６項
目／４件法）」例：毎日がおもしろくない，ムシャクシャする，いろいろなことに不満がある，
など。④「学校への適応の悪さ（５項目／６件法）」例：授業中によく居眠りをする，先生に
対してむかつくことがある，学校の授業は時間のむだだと思う，など。
保護要因　①「学業達成の高さ（４項目／６件法）」例：勉強がとてもよくできると思う，
授業中に学んだことをすぐ忘れる（逆転項目），など。②「親子関係の良さ（１１項目／６件法）」
例：親は自分の悩みをわかってくれる，親には気軽になんでも話せる，親は困っているとき
に親身になって心配してくれる，など。③「規範となる友人の存在（５項目／２件法）」例：
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友だちは決まりをよく守る，友だちはまじめに勉強している，友だちは成績がよい，など。
④「部活動の充実（３項目／６件法）」例：部活に一生懸命取り組んでいる，部活に充実感を
持っている，など。

結　　　　　果

横断データ（第１回目調査）を用いた分析

基本統計量　各尺度の平均値および標準偏差と尺度間相関を Table １ に示す。各尺度につ
いて，その信頼性を確認したところ，それぞれ１因子構造が確認され，内的整合性も認めら
れたので，各尺度に含まれる項目の合計点を尺度得点とした。以下，それぞれについて詳細
を述べる。「逸脱行為」尺度は，主成分分析を行ったところ， １因子構造が認められ，信頼
性係数は．８３であった。危険要因について，「自己価値の低さ」「生活への不満」「学校への
適応の悪さ」を測定する各尺度は，主因子法（プロマックス回転）で因子分析したところ，
それぞれ１因子構造が認められ，信頼性係数は．７６（自己価値の低さ），．８６（生活への不
満），．７０（学校への適応の悪さ）であった。「逸脱行為をする友人の存在」尺度は，主成分
分析をしたところ，全ての項目の因子負荷が．５０以上の１因子構造であった。保護要因につ
いて，「学業達成の高さ」「親子関係の良さ」「部活動の充実」を測定する各尺度は，主因子
法（プロマックス回転）で因子分析したところ，それぞれ１因子構造が認められ，信頼性係
数は．７７（学業達成の高さ），．９１（親子関係の良さ），．９３（部活動の充実）であった。「規範
となる友人の存在」尺度は，主成分分析をしたところ，全ての項目の因子負荷が．５０以上の
１因子構造であった。
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Table １　各尺度の平均値および標準偏差と尺度間相関（横断データ）

SD平均値⑧⑦⑥⑤④③②①変　　数

５．１７１８．８７①自己価値の低さ

０．７６０．２８．０９***②逸脱した友人の存在

４．５３１１．５０．２２***．５２***③生活への不満

４．９２１３．４４．４９***．２７***．３２***④学校への適応の悪さ

４．２３１２．４６–．３４***–．３１***–．１５***–．３９***⑤学業達成の高さ

１１．３１４２．５４．１７***–．３２***–．２８***–．１１***–．２６***⑥親子関係の良さ

１．４８２．８８．１８***．０８***–．２１***–．１０***–．２１***–．０６** ⑦規範的友人の存在

４．５７１３．６３．１５***．２３***．１７***–．２６***–．２５***–．１５***–．２２***⑧部活動の充実

４．３２２４．１３–．１７***–．１２***–．１８***–．１９***．３２***．２４***．３８***．０７** ⑨逸脱行為

**p ＜．０１， ***p ＜．００１
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　次に，各尺度間の相関関係であるが，逸脱行為に対して，危険要因の４尺度は全て有意な
正の相関を示し（「自己価値の低さ」のみ p ＜ .０１, 他全て p ＜ .００１），保護要因の４尺度は全て
有意な負の相関を示した（p ＜ .００１）。また，危険要因の４尺度に対し，保護要因のいずれの
尺度も有意な負の相関を示した（「自己価値の低さ」に対する「規範となる友人の存在」の
み p ＜ .０１, 他全て p ＜ .００１）。これにより，危険要因は逸脱行為を促進する方向に関連し，保
護要因は逸脱行為を抑制する方向に関連すること，また，保護要因は危険要因の働きを抑制
する方向に関連することが示唆された。
危険要因と保護要因それぞれの合成変数　概念レベルでの保護要因の働きを調べるために，
危険要因と保護要因それぞれの因子得点を「１（ある）－０（ない）」に変換し，さらに，そ
れぞれの因子に同じ重みを持たせ，危険要因の４因子と保護要因の４因子をそれぞれひとつ
にまとめて「危険要因」「保護要因」とすることにした。手続きとして，各因子得点の「平
均値＋１SD」以上の得点を「１」，それ以下の得点を「０」として換算し，危険要因４因子の合
計点を「危険要因得点（０－４の範囲）」，保護要因４因子の合計点を「保護要因得点（０－
４の範囲）」として以下の分析に用いた。危険要因の平均値と標準偏差は０．６８（M）, ０．９６
（SD）で，保護要因の平均値と標準偏差は１．０４（M）, ０．９８（SD）であった。また，危険要
因と保護要因の相関係数は－．２３（p＜ .００１）と小さく，有意な負の相関関係にあることが示
された。
保護要因の役割についての検討　保護要因が逸脱行為に対してどのような影響を及ぼして
いるのかを明らかにするため，先ず，逸脱行為と危険要因との関係に対する保護要因の緩衝
効果について検討した。保護要因の緩衝効果は，有意な交互作用（保護要因 ×危険要因）に
よって示されるが，重回帰分析による交互作用の検討は，連続変量をそのまま用いて検討す
るため，情報量の損失が発生しないというメリットがある（Baron & Kenny, １９８６; Cohen, 

１９７８）。そこで，逸脱行為を従属変数とする階層的重回帰分析を実施した。最初に，コント
ロール変数として学年と性の変数を投入し（Step １），次に，危険要因（Step ２），保護要因
（Step ３）と順次投入し，最後に危険要因と保護要因の交互作用項を投入した（Step ４）。その
結果をTable ２に示す。Step ２で危険要因が投入され，Step ３ で保護要因が投入されたが，そ
の際の R 2（決定係数：重回帰式のあてはまりの良さを示す量）の増加はいずれも有意であり
（Step ２: DR2＝０．１２, p ＜ .００１; Step ３: DR2＝０．０１, p ＜ .０５），危険要因，保護要因ともに逸脱行為
に対して有意な影響を及ぼしていることが示された。保護要因の緩衝効果について，先行要
因がそれぞれすでに投入された重回帰分析に，交互作用項を投入した際の R2の有意な増加は，
緩衝効果のある証拠だとされているが（Cohen & Cohen, １９８３），Step ３ から Step ４ への変
化（.０１の増加）は有意である（p ＜．００１）ことが示されたため，保護要因の緩衝効果が確認
された。また，交互作用項「危険要因×保護要因」の回帰係数が有意（b ＝ –．１０，p ＜ ．００１）
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であることが確認されたので，次に下位検定をおこなった。

　まず，交互作用効果がどのように表されるのかを図に示すため，重回帰分析の結果から，
逸脱行為（Y），危険要因（X），保護要因（Z）の関係を式に表した（１）。

　　Y ＝１．３８X －０．３２Z －０．５０XZ + ２４．５５  ……（１）

保護要因（Z）の値によって危険要因（X）の効果がどのように変わるのかを検討するため，
（１）式を変形し（１）’，

　　Y ＝（１．３８－０．５０Z）X －０．３２Z+２４．５５  ……（１）’

（１）’ 式の Zに保護要因の平均値，平均値+１SD，平均値－１SDをそれぞれ代入した回帰直線
を Figure １ に示した。この図から，危険要因が，逸脱行為を促進する程度は，保護要因低群
に比べ保護要因高群において減じられていることがわかる。次に，単純傾斜（（１）’式におけ
る Xの係数）の有意性を検定するため，「危険要因」「保護要因±１SD」「危険要因×保護要
因±１SD」を投入した重回帰分析を実施したところ，危険要因の係数の有意性（p ＜ .００１）が
確認された（Aiken & West, １９９１）。以上により，保護要因が緩衝効果をもつことが明らかに
なった。
　次に，保護要因の数の多さが逸脱行為への関与の少なさを予測するかどうかを明らかにす
るため，先に用いた重回帰式（１）’の Zに保護要因数（０～４）をそれぞれ代入した回帰直
線を Figure ２ に示した。この図から，危険要因が，逸脱行為を促進する程度は，保護要因が
ひとつもない群に比べ保護要因が４つある群において減じられていることがわかる。これに
より，保護要因の多さが，逸脱行為への関与の少なさと関連していることが明らかにされた。
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Table ２　逸脱行為を従属変数とする階層的重回帰分析

DR２R２最終 Stepでの bStep／予測変数

．０１１． コントロール変数

 ．００   　　　　　学年

–．１０***　　　　　性

．１２***．１２．３０***２． 危険要因

．０１*  ．１３–．０７** ３． 保護要因

．０１***．１３４． 交互作用項

–．１０***　危険要因×保護要因
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縦断データ（３時点での調査）を用いた分析

保護要因の役割と逸脱行為における縦断的変化　先行する保護要因が，時間的推移の中で
逸脱行為の変化にどのような影響を及ぼしているのかを明らかにするため， １年間隔３時点
（Wave １～ Wave ３）での縦断データを用いて，Wave ２， Wave ３をそれぞれ従属変数とする
階層的重回帰分析を実施した。この分析の対象者３４４名の基本統計量は，以下のとおりであっ
た。逸脱行為：M ＝２３．７６，SD ＝２．７０，a ＝ ．６３（Wave １） ; M ＝２４．０３，SD ＝３．９８，a ＝ .８０
（Wave ２） ; M ＝２４．０６，SD ＝５．６４，a ＝ .９１（Wave ３）であった。Wave １ での危険要因 M ＝
０．７４，SD ＝１．０１および保護要因 M ＝１．１９，SD ＝０．９９であった。階層的重回帰分析では，先
ず，コントロール変数として Wave １ における逸脱行為を投入した（Step １）。次に，性（Step 

２），Wave １ での危険要因（Step ３），Wave １ での保護要因（Step ４）と 順次投入し，最後に
Wave １ での危険要因と保護要因の交互作用項を投入した（Step ５）。その結果を Table ３ に
示す。先ず，Wave ２ の逸脱行為に対して，性が有意なb の値（b ＝ –０．１１，p ＜ .０５）を示した。
Step ３ で危険要因が投入されたとき，Wave ２ では有意な R 2の変化（DR2＝ ０．０３，p ＜ .０１）が
見られたが，Wave ３ では有意な R2の変化は見られなかった。Step ４ で保護要因が投入され
たとき，Wave ２ と Wave ３ のいずれにおいても有意な R2の変化は見られなかった。Step ５ 

で危険要因と保護要因の交互作用項が投入されたとき，Wave ２ とWave ３ の双方において，有
意なR2の変化が確認された（Wave ２: DR2＝０．０１，p ＜ .０５; Wave ３: DR2＝０．０１，p ＜ .０５）。そこ
で，それぞれに下位検定を行い，保護要因の緩衝効果を確認した。Wave ２ と Wave ３ におけ
る逸脱行為に対する危険要因と保護要因の交互作用効果を図に表したものが Figure ３ と
Figure ４ である。
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Figure １　保護要因の緩衝効果 Figure ２　保護要因の数と逸脱行為得点との関連
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　最終 Stepでの R2の値は，Wave ２ での０．３０から Wave ３ での０．０８へ減少しており，先行す
る Wave １ での逸脱行為，危険要因，保護要因が，Wave ２ と Wave ３ の逸脱行為に及ぼす影
響力は，時間的経過の中で，大幅に減少したことが示された（逸脱行為：b ＝０．４２（Wave ２）
⇒０．２０（Wave ３）, 危険要因：b ＝０．１２（Wave ２）⇒０．０２（Wave ３）， 保護要因：b ＝ –０．０６
（Wave ２）⇒ –０．０２（Wave ２））。しかしながら，「危険要因×保護要因」の影響力は変わって
おらず（b ＝ –０．１３（Wave ２）， b ＝ –０．１３（Wave ３）），先行する保護要因の緩衝効果は，時間
的推移の中でも後の逸脱行為に対して効力を持つことが明らかになった。

考　　　　　察

　本研究では，中学生を対象として，逸脱行為の関与に対し保護要因がどのような働きをす
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Table ３　Wave ２， Wave ３ の逸脱行為を従属変数とする階層的重回帰分析（縦断データ）

Wave ３Wave ２

DR２R２最終 Stepでの bDR２R２最終 Stepでの bStep／予測変数

．０６．２０**．２６．４２***１． Wave １ 逸脱行為

．００ ．０６–．０２  ．０１  ．２７–．１２*  ２． 性

．００ ．０６．０２  ．０３**．２９．１２*  ３． Wave １ 危険要因

．００ ．０６–．０２  ．００  ．２９–．０６   ４． Wave １ 保護要因

．０１*．０８．０１* ．３０５． 交互作用項（Wave １）

–．１３* –．１３*  　危険要因×保護要因

* p ＜．０５， **p ＜．０１， ***p ＜．００１

Figure ４　保護要因の緩衝効果（Wave ３）Figure ３　保護要因の緩衝効果（Wave ２）
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るのかを明らかにするため，横断データと縦断データを用いて検討した。 以下において，そ
の結果について考察する。

　逸脱行為への関与に対する危険要因と保護要因それぞれの影響　Dekovic（１９９９）では，
保護要因の数の多さが有意な予測力を示したのは internalizingな問題行動に対してのみであ
り，externalizingな問題行動に対して，保護要因の数の多さは有意な予測力を示さなかった
が，本研究においては，逸脱行為のような externalizingな問題行動に対しても，保護要因の
数の多さが有意な予測力を示し，保護要因の多さが，逸脱行為への関与の少なさと関連して
いることを明らかにすることが出来た。
　先行研究において，危険要因は，その多くが単独ではっきりとした直接効果を持っている
わけではなく，複数の危険要因が同時に起こることで精神医学的障害をもたらす（Rutter, 

１９７９, １９９０）ことが指摘されたが，本研究では，横断データにおいて，個々の危険因子が逸
脱行為を促進する方向に有意な関連をもつこと，また，危険因子の数が増えるほど，逸脱行
為への関与が多くなる傾向にあることを確認した。保護要因についても同様に，個々の保護
因子が逸脱行為を抑制する方向に有意な関連を持つことだけでなく，個々の保護因子をひと
まとめにした概念レベルでの保護要因も逸脱行為の生起を有意に予測し，更に，保護要因の
多さが，逸脱行為への関与の少なさと関連していることを明らかにすることが出来た。これ
により，逸脱行為への介入や予防にとってどのような要因が効果を持つのかといった有益な
知見を示すことが出来たと思われる。

　保護要因の緩衝効果　概念レベルでの保護要因の緩衝効果を明らかにするために，複数の
因子に同じ重み付けをしてそれぞれひとつにまとめた危険要因と保護要因を用いて，逸脱行
為を従属変数とする階層的重回帰分析を実施した。横断データと縦断データの双方を用いた
分析の結果，横断データと縦断データのどちらにおいても保護要因の緩衝効果，すなわち，
逸脱行為に対する危険要因の影響を保護要因が緩衝することが確認された。McClelland & 
Judd（１９９３）は，非実験領域で緩衝効果を実証することはかなり難しいことを示し，Chaplin

（１９９１）は，非実験領域で緩衝効果が明らかにされる場合，ほとんどが全体の分散のわずか
１％～３％ぐらいであることを示唆した。確かに，Dekovic（１９９９）は，保護要因の緩衝効
果を全く確認できず，Jessor et al.（１９９５）は，横断データを用いた分析においてのみ，緩衝
効果を確認した。そうしてみると，Dekovic（１９９９）および Jessor et al.（１９９５）と同様の分
析手法を用いた本研究において示された結果は，特筆すべきものである。影響力を示す数値
（b）はさほど大きなものではなかったが，逸脱行為に対する危険要因の影響力を保護要因が
緩衝することを実証した本研究の成果は大きいといえよう。
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　逸脱行為への関与に対する保護要因の役割　Rutter（１９９０）は，「危険要因の存在によって，
保護要因の効果が増すこと，すなわち，保護要因は，それ自身効果を有している一方，危険
要因と相互に作用することで，より適応に効果を発揮する」ことを示唆したが，本研究にお
ける横断データを用いた分析の結果は，まさしく Rutter（１９９０）の知見を裏付けるものであっ
た。Step ３で「保護要因」を投入した際の R2の変化は有意であり，逸脱行為に対する「保護
要因」の影響は有効であることが示されたが，最終 Stepでの「保護要因」の bは小さいも
のであった（–．０７， p ＜ ．０１）。それに対し，最終 Stepでの 「危険要因 ×保護要因」の bは
「保護要因」のそれより大きく（–．１０，p ＜  ．００１），逸脱行為への関与に対する「保護要因」の
効果は，危険要因との相互作用によってより有効になることが明らかになった。また，Rutter

（１９９０）は，「保護要因が，低リスクの人たちにとっては効果がなく，危険要因の存在があっ
てこそ保護要因の効果が発揮される」ことを指摘したが，本研究における縦断データを用い
た分析の結果は，この示唆によって説明されるのかもしれない。Wave ２の逸脱行為に対して，
Wave １ の「危険要因」と「危険要因×保護要因」は有意な予測要因であることが示されたが，
Wave １ の保護要因は Wave ２ の逸脱行為を有意に予測しなかった。この結果は，保護要因が，
それ自身直接の効果がなくても，危険要因の存在があれば，危険要因との相互作用によって，
有意な予測力を持ちうることによると解釈できるだろう。但し，Wave ３ の逸脱行為に対して
は，Wave １ の危険要因と保護要因はともに有意な予測力を持たず，「危険要因×保護要因」
はわずかに有意な数値を示した（p ＜．０５）。この結果は何を示すのだろうか。発達上の変化が
著しい時期にある子どもたちにとって， ２年という間隔は影響力を測るのに長すぎるかもし
れないが， ２年という時の流れを経て，危険要因と保護要因双方の予測力が大幅に減少して
も，保護要因の緩衝効果が効力を保っていたのは何故だろうか。Rutter（１９９０）は，保護要
因の働きについて「普通の環境であっても悪い結果へと導くような要因に対する人の反応を
修正する（改善する）機能がある」と指摘し，その効果は「触媒作用（catalytic）」の如く，
（それ自身，直接効果を持っているに係らず）他方の要因の効果を変えるような間接的なも
のであり，その働きはプロセスとして考えられなければならないことを示唆した。先の問い
に対する答えは，保護要因が作用するプロセスについて検討することで明らかにされるのか
もしれない。

　今後の課題　本研究では，概念レベルでの保護要因の働きに焦点を当て，中学生の逸脱行
為に対する保護要因の役割について検討した。その結果，限定的ではあるが，保護要因が逸
脱行為に対して作用するメカニズムの一端を明らかにすることが出来た。しかしながら，そ
のような保護要因のメカニズムを生み出すプロセスについては，いまだ明らかにされていな
い。その点については，今後の研究課題である。
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　本研究では，概念レベルの保護要因だけでなく，個別の保護因子についてもその効果を検
討したが，取り上げた因子の数は少なく，限定的であった。そのため，逸脱行為への介入や
予防といった実践的な問題に対処するには，個人的要因から家庭や学校，社会といった環境
的要因までさらに幅広い領域から，逸脱行為への関与を減らすことに資する因子を見つけ出
すことが必要であろう。
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Summary

Protective factors in problem behavior among junior high school students

Yasuyo  Nishino

　　Present study investigated the effects of protective factors in problem behavior among 
junior high school students.　Two data were used in this study; one is cross-sectional and the 
other longitudinal.　The latter was analyzed from ３４４ students who completed a question-
naire survey every September for three years.　Each four categories of protective factors and 
risk factors were examined.　The former factors are achievement, attachment to parents, the 
best of friends, and full club activities, and the latter are low self-worth, deviant peers, dissatis-

faction with daily life, and low adaptation to school.　The cross-sectional data showed that the 
more risk factors the students had, the more problem behaviors they might be inclined to.　
The longitudinal data showed that protective factors would have buffering effects on the rela-

tion between risk factors and problem behaviors.　Implications of these findings are 
discussed.
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